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貸家の需給や採算性は、物件毎の特性の違いに加え、物件所在地の人口・世帯数等の長期的な要

因の影響を受けるが、いずれにせよ、金融機関においては、貸家業向け貸出の実行段階における物

件毎の収支見通しの検証、実行後の中間管理などが、自身のリスク管理としても重要であると同時

に、こうした金融機関の取り組みは、時間軸が長く、また地域性・個別性も強い貸家の需給を適切

に結びつけ、ひいては、貸家市場全体の持続性を高めていくことにも資するものであるとして、ア

ンケート結果に基づき、 

（1）地域や物件特性等に基づく類型化やデータ・情報の整備、 

（2）入口審査における収支見通しの検証、 

（3）中間管理の頻度やポートフォリオ分析等 

に充実の余地があることを指摘し、日本銀行としても、各地域金融機関の取り組みの実情を踏ま

えつつ、考査・モニタリングを通じて必要な改善を促していくとしている。 

 

（荒井 俊⾏） 


